
一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 8  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 観光促進事業 財務会計上の事業名 観光促進事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1101 1 財務会計上の短縮番号 4490

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

観光回遊ツアーの実施、ホームページの管理・運営、市内外でのイベントの実施など

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１魅力ある観光ルートの創設

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市内への集客と回遊を促進

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 3,600 4,600 15,134 4,100

※根拠法とその条項 池田市観光振興補助金交付要綱

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

329.0%

主
な
内
訳

補助金 3,600 4,600 4,600 3,900 100.0%

負担金 200 - 

- 

3,960 0.71 4,038 58.3%

内

訳

正職員 0.46 3,404 0.50 3,800

人  件  費  （人・千円） 1.16 5,364 1.20 5,830 0.70

0.40 3,120 0.41 3,198 80.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0.70 1,960 0.70 2,030 0.30 840 0.30 840 42.9%

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 8,964 10,430 19,094 8,138 183.1%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 8,964 10,430 19,094 8,138 183.1%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 成果

活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 28 年度 □ 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 市からの補助事業であるため

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

450000

観光ボランティアガイドによる案内 人 876 725 913 1000 1000

観光協会HPアクセス数 件 358122 371322 441929 430000

30

主要観光施設入場者数（9施設） 千人 1601 1675 1767 2000

観光ボランティアガイドの育成 人 17 21 26 20

成果の達成状況

選択の理由 Ｈ30年度の観光施設入場者数が増加したため

1800

観光客数 万人 160 167 176 190 180

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 「うまいde池田プロジェクト」の事業を引き継ぎながら、効果的なＰＲを行っていく。

令和元年度は観光協会のホームページ・ＳＮＳを充実化させていく。今までなかなか取り組めなかっ
た市内観光施設のイベント情報の発信や、観光施設の体験記事等を提供することにより更なる市内
観光客の増加を狙っていきたい。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 五月山シャトルバスの運行廃止。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
既存の観光案内所・ゲストインフォメーションを活用することはもちろんのこと、ホームページ・ＳＮＳな
どを用いて、観光客にダイレクトに情報を届けていく。またインバウンド需要が高まる中で、市内観光
施設と連携しながら受入の整備・体制作りを行っていく。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 観光客の市内回遊の促進

対　策
本市の観光情勢は、カップヌードルミュージアム 大阪池田及び五月山動物園の2台集客施設をはじ
め、その他の施設を回遊してもらえるような、PR手段を検討する。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 30  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) ２　実施予定 □ ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容 設置場所の管理者である石橋商店街で費用を負担いただくよう協議を進めて参る所存。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 94.8% 100.0% - 

一般財源 Ｃ 0 0 4,945 1,621 - 

- 

  支  出  合  計 Ａ 0 0 5,215 1,621 - 

財

源

国・府支出金 270 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

1,170 0.16 1,248 - 

内

訳

正職員 0 0

人  件  費  （人・千円） 0.00 0 0.00 0 0.15

0.15 1,170 0.16 1,248 - 

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

設置委託料 3,402 0 - 

使用料及び賃借料 643 373 - 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 4,045 373

※根拠法とその条項 Osaka Free Wi-Fi設置促進事業補助金交付要網（府）

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

- 

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

Osaka Free Wi-Fiのサイト内にてPR

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１魅力ある観光ルートの創設

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

石橋商店街に訪れる観光客の回遊性を向上させ、同商店街の活性化を図る

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1101 1 財務会計上の短縮番号 4514

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 公衆無線ＬＡＮ整備推進事業 財務会計上の事業名 公衆無線ＬＡＮ整備推進事業

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
Osaka Free Wi-Fi設置促進事業補助金交付要網の性質上、設置後5年は事業継続すると定められ
ているため、現状維持とする。今後石橋商店街の更なる回遊性向上を高めるべく、積極的にPRして
参る所存。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 ランニングコストが高額であること。

対　策 設置場所の管理者である石橋商店街で費用を負担いただくよう協議を進めて参る所存。

上記の内容
Osaka Free Wi-Fi設置促進事業補助金交付要網の性質上、設置後5年は事業継続すると定められ
ているため。

石橋商店街への誘客・回遊性向上を考慮すると有効的であったが、ランニングコストについては、今
後改善の余地がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 設置初年度であるため。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由 設置初年度であり、認証数の比較データが少ないため。

Osaka Free Wi-Fi　認証数 件 - - - -

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

60,000

上記の内容 事務の簡略化は可能ではあるが、規模等の問題から委託の費用対効果は薄いと考える。

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 ランニングコストの支出業務。

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 実際設置するにあたり、職員が行えないため。

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 1,522 1,080 1,480 1,979 137.0%

100.0%

  支  出  合  計 Ａ 1,522 1,080 1,480 1,979 137.0%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0.10 170 0.10 170 0.10 170 0.10 170

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

1,340 0.23 1,184 125.0%

内

訳

正職員 0.10 740 0.10 760

人  件  費  （人・千円） 0.20 910 0.20 930 0.25

0.15 1,170 0.13 1,014 150.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

報償金 160 150 140 795 93.3%

庁用器具費 452 0 0 0 - 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 612 150 140 795

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

93.3%

事業の対象
（誰を、何を）

各校区、自治会、町内会

事業の手段・方法
（どのように）

例年7～8月に地域で開催される盆踊り等の行事に助成する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２伝統行事やイベントの充実・支援

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

住民相互の連帯感の高揚。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1102 1 財務会計上の短縮番号 810

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 地域行事等活動促進事業 財務会計上の事業名 地域行事等活動促進事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 地域行事の運営の一助となっているため、継続が望ましい。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 特になし。

対　策

上記の内容 前年同様に届出のあった団体への報償金の助成を行う。

報償金のみの事業であるため、改善の余地はない。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由 基本的に開催届出のあった団体への報償金助成のため、成果については判断不可能。

盆踊り等行事の開催 件 24 26 23 23

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

24

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 報償金と庁用器具費のみの事業であるため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 花菖蒲まつり開催事業 財務会計上の事業名 花菖蒲まつり開催事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1102 1 財務会計上の短縮番号 815

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事業の対象
（誰を、何を）

地域に限らず世代を超えた市民

事業の手段・方法
（どのように）

地元町内会を中心とした組織で構成されている「親と子の集い」実行委員会に委託して実施。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２伝統行事やイベントの充実・支援

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

世代を超えた地元住民の連帯感の高揚。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 912 912 912 1,012

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

100.0%

主
な
内
訳

行事委託費 912 912 912 1,012 100.0%

- 

- 

1,730 0.30 1,730 100.0%

内

訳

正職員 0.20 1,480 0.20 1,520

人  件  費  （人・千円） 0.30 1,650 0.30 1,690 0.30

0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0.10 170 0.10 170 0.10 170 0.10 170 100.0%

  支  出  合  計 Ａ 2,562 2,602 2,642 2,742 101.5%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 2,562 2,602 2,642 2,742 101.5%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

１　すべて導入済 □ ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 地域の意見を反映したまつりにできることと庶務などの手間を簡略化できる。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

15000集客数 人 13000 14500 13000 15000

成果の達成状況

選択の理由 天候によって集客数が変わってくるため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容
平成２９年度にミニ新幹線を開催していたが、地元や子どもたちの要望からミニＳＬに変更。変更分に
関して増額の予算を計上。

特に事故など大きな問題もなく開催しているため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
市から実行委員会へ運営を移管してから特に大きな問題はないので、現状を維持しつつ、予算やイ
ベントの内容を精査していく。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 ミニSL等の利用者からの受益者負担を求める。

対　策 上記課題を実現するため、積極的に協議していく。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 3,360 3,335 3,395 3,795 101.8%

100.0%

  支  出  合  計 Ａ 3,360 3,335 3,395 3,795 101.8%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0.20 340 0.15 255 0.15 255 0.15 255

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

2,595 0.45 2,595 100.0%

内

訳

正職員 0.30 2,220 0.30 2,280

人  件  費  （人・千円） 0.50 2,560 0.45 2,535 0.45

0.30 2,340 0.30 2,340 100.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

補助金 800 800 800 1,200 100.0%

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 800 800 800 1,200

※根拠法とその条項 池田五月山大文字・がんがら火保存会連合会補助金交付要綱

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

100.0%

事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

保存会連合会との緊密な連携と協力により、献灯の円滑な執行を図る。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２伝統行事やイベントの充実・支援

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

伝統文化の保存・継承

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1102 1 財務会計上の短縮番号 820

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 がんがら火保存会連合会運営助成事業 財務会計上の事業名
がんがら火保存会連合会運営

助成事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 より安全に行えるために、補助額は精査しながらも継続。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
市として可能な限り支援が必要であると考えるが、祭り実施に向けての諸々の調整等、保存会の自助
努力も必要。

対　策 広報案・警備計画の策定などを保存会が行うよう促す。

上記の内容 大松明の巡行と子ども松明の巡行が事故なくできるよう保存会のサポートを行う。

補助金額等の精査や、保存会連合会と当課の立ち位置など改善の余地がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由 天候によって集客数が変わってくるため。

集客数 人 10000 10000 6000 10000

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

12000

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 市からの補助事業であるため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（指定寄付金） 5,250 - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 69.6% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 12,021 18,561 19,928 23,538 107.4%

100.0%

  支  出  合  計 Ａ 17,271 18,561 19,928 23,538 107.4%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0.20 340 0.20 340 0.20 340 0.20 340

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

3,538 0.61 3,538 110.9%

内

訳

正職員 0.36 2,664 0.35 2,660

人  件  費  （人・千円） 0.56 3,004 0.55 3,000 0.61

0.41 3,198 0.41 3,198 117.1%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

負担金 14,267 15,561 16,390 20,000 105.3%

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 14,267 15,561 16,390 20,000

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

105.3%

事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

本市と兵庫県川西市・猪名川花火大会開催委員会との共同開催。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２伝統行事やイベントの充実・支援

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

賑わいのあるまちづくり並びに観光振興に寄与する。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1102 1 財務会計上の短縮番号 4500

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 猪名川花火大会開催事業 財務会計上の事業名 猪名川花火大会開催事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 27 年度 □ 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
安全対策費用の充実は必要であるが、警備員の配置を工夫するなどして、出来るだけ費用の増加を
抑える。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
警備員の単価と警備員の増加によって、毎年市の警備費用が増加している。安全安心な事業の開催が最優
先事項であるが、イベントの実施方法等も含めた検討が必要。

対　策 安全対策費用の拡充は必要。

上記の内容 関西エアポート株式会社による協賛金を依頼し、合同経費の収入と花火内容の充実に活用。

実数に沿った警備体制により事業を開催する必要があるため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 会場レイアウトの大幅な変更。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由 事故なく安全に開催することが第一優先。

集客数 人 60000 66000 64000 66000

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

66000

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 川西市との合同開催のため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 池田市民カーニバル開催事業 財務会計上の事業名 池田市民カーニバル開催事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1102 1 財務会計上の短縮番号 4505

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

市域商工団体、趣旨に賛同する者等をもって
「池田市民カーニバルいけだ・いらっしゃい祭振興会」を組織し、企画・運営を行う。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２伝統行事やイベントの充実・支援

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市内外の多くの人たちが参加することにより、地域の発展と市民の連携を深めるとともに、いきいき輝
く賑わいのあるまちづくりに寄与する。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 4,500 4,000 4,300 6,850

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

107.5%

主
な
内
訳

負担金 4,500 4,000 4,300 6,850 107.5%

- 

- 

2,120 0.35 2,120 100.0%

内

訳

正職員 0.25 1,850 0.25 1,900

人  件  費  （人・千円） 0.35 2,020 0.35 2,070 0.35

0.25 1,950 0.25 1,950 100.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0.10 170 0.10 170 0.10 170 0.10 170 100.0%

  支  出  合  計 Ａ 6,520 6,070 6,420 8,970 105.8%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 6,520 6,070 6,420 8,970 105.8%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 市民目線でのイベント実施が可能。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 関連事業として数団体が関係する事業となっており、現状市でとりまとめが必要。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

10000集客数 人 8000 8000 8000 9000

成果の達成状況

選択の理由 会場の規模からしても妥当な集客数であるため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容
市制施行８０周年かつ、がんがら火と同じ開催日であるため、例年よりも内容を充実したいけだいらっ
しゃいフェスティバルを開催予定。

母体であるいけだ・いらっしゃい祭振興会から出資している関連事業の費用やイベント内容などを見
直す必要がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
市制施行８０周年にあたる令和元年度は盛大に事業を行い、来年度以降は基金の使途の検討を行
う。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
池田市や市内商工業者の負担金と協賛金から運営されているが、基金が年々減少しており、事業実
施のための財源の不足が課題といえる。

対　策 今後のカーニバルや関連事業費の見直しが必要。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 12  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 広域観光推進事業 財務会計上の事業名 広域観光推進事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1103 1 財務会計上の短縮番号 4480

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事業の対象
（誰を、何を）

市民並びに市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

池田市・豊中市・箕面市・豊能町・能勢町の3市2町で構成している豊能地区広域観光推進協議会に
おいて、事業を協議し実施する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目３広域観光事業の推進

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

豊能地区の特性を活かした観光振興事業を行う。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 110 110 110 110

※根拠法とその条項 豊能地区広域観光推進協議会規約

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

100.0%

主
な
内
訳

負担金 110 110 110 110 100.0%

- 

- 

920 0.16 998 60.0%

内

訳

正職員 0.25 1,850 0.25 1,900

人  件  費  （人・千円） 0.30 1,990 0.25 1,900 0.15

0.10 780 0.11 858 40.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0.05 140 0 0.05 140 0.05 140 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 2,100 2,010 1,030 1,108 51.2%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 2,100 2,010 1,030 1,108 51.2%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 26 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 他市と合同で実施している事業のため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

3

広域観光での事業数 事業 5 5 5 5 5

担当者会議での検討 回 2 3 3 3

成果の達成状況

選択の理由 数値目標を定めず、密な連携を図ることを目的とするため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容
インバウンド誘致事業や、上記のような他の地域のボランティアガイドと連携した事業実施の可能性な
どを検討。

令和元年度に3市2町の広域PR動画を作成するため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 ３市２町の負担金の見直し

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 広域で協力し合う体制は必要だが、事業内容の改善及び見直しは必要。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 3市2町で協力し合った事業・PR活動があまり出来ていない。

対　策 会議を重ね、方向性を一致させる。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 10  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 740 76 78 78 102.6%

- 

  支  出  合  計 Ａ 740 76 78 78 102.6%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

78 0.01 78 100.0%

内

訳

正職員 0.10 740 0.01 76

人  件  費  （人・千円） 0.10 740 0.01 76 0.01

0.01 78 0.01 78 100.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

- 

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円）

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

- 

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

新猪名川大橋を土・日・祝日とイベント開催日にライトアップを行う。（川西市、阪神高速道路㈱との共
催事業）

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目４観光ＰＲの強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

池田のトレードマークとして活用し、地域の活性化を図るため。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1104 1 財務会計上の短縮番号 4475

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 新猪名川大橋ライトアップ事業 財務会計上の事業名 新猪名川大橋ライトアップ事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 28 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 市内の写真スポットの一つとなっており、今後も費用が発生しない形で継続していく。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 特になし。

対　策

上記の内容 点灯日数を減らし、本市は費用負担しない形として継続。

点灯日数を減らすことによって事業費の削減につながっている。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容
点灯日数を減らし、阪神高速道路株式会社が電気代を負担する52日を超えない範囲に制限するこ
とで、本市の費用負担が生じない形に変更。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由 点灯日数を減らし、本市は費用負担しない形となっている。

点灯日数 日 49 52 48 48

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

48

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 川西市、阪神高速道路㈱との共催事業のため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 23  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 いけだフィルム・コミッション事業 財務会計上の事業名 いけだフィルム・コミッション事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1104 1 財務会計上の短縮番号 4509

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

映画・ドラマ・その他映像関係のメディアの撮影場所を提供することで露出機会を増やして、広く池田
市を認知してもらう。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目４観光ＰＲの強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

観光客数の増加に伴う地域の活性化を図る。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 3,900

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

- 

主
な
内
訳

通信運搬費 - 

補助金 300 - 

- 

234 0.07 546 100.0%

内

訳

正職員 0.20 1,480 0.03 228

人  件  費  （人・千円） 0.20 1,480 0.03 228 0.03

0.03 234 0.07 546 100.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 1,480 228 234 4,446 102.6%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 1,480 228 234 4,446 102.6%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

□ A □ B　 改善の余地がある C

□ A □ B　 改善の余地がある C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 平成29年度よりフィルム・コミッションを廃止したため。令和元年度予算に計上。観光協会に事務委託予定。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

5撮影支援回数 回 0 3 0 0

成果の達成状況

選択の理由 昨年度未実施だったため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 平成２９年度をもって当該事業を廃止していたが、令和元年度に予算計上し、再度実施するため。

年数回撮影が行われるが、池田市のPR効果が非常に薄い。さらに、撮影立会いによる職員の拘束
時間を考慮すると、市の事業ではなく、民間が主担となり実施する方が効率が良い。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
令和元年度で予算計上をしているが、今後主を空港・観光課か、観光協会に置くか慎重に協議した
いところ。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
フィルム・コミッション事業として撮影を引き受けると、撮影の付き添いを行う必要があり、人件費がか
さむ。

対　策 フィルム・コミッションを廃止し、撮影を自助努力で実施してもらう。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 25  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部 にぎわい戦略室 空港・観光課 担当課長名 村上　弘

(※)第2期実施計画の事業名 観光案内所管理運営業務 財務会計上の事業名 観光案内所管理運営事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 1104 1 財務会計上の短縮番号 4512

総合計画の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節 第１０節観光の振興

事業の対象
（誰を、何を）

市内及び市外観光客

事業の手段・方法
（どのように）

観光案内や物産の販売などを行う観光案内所を運営する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目４観光ＰＲの強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

観光案内所の運営により、市内の回遊性を高め、経済的波及効果を目指す。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 5,986 5,989 5,082 5,063

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

84.9%

主
な
内
訳

警備委託料 63 63 62 63 98.4%

管理運営委託料 5,700 5,700 5,000 5,000 87.7%

機器借上料 223 226 21 9.3%

1,372 0.20 1,060 120.0%

内

訳

正職員 0.15 1,110 0.10 760

人  件  費  （人・千円） 0.20 1,250 0.20 1,050 0.24

0.14 1,092 0.10 780 140.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0.05 140 0.10 290 0.10 280 0.10 280 100.0%

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 7,236 7,039 6,454 6,123 91.7%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（市有土地建物使用料） 197 197 476 566 241.6%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 97.3% 97.2% 92.6% 90.8% 95.3%

一般財源 Ｃ 7,039 6,842 5,978 5,557 87.4%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

１　すべて導入済 □ ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 30 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 休日でも観光客に対応することができた。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

55000観光案内所入場者数 人 47183 46008 53500 48000

成果の達成状況

選択の理由 入場者数が増加しているため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 入場者数が増加しているため。

リニューアル後、物販を中心にしたことで入場者数が着実に増加。新メニューの導入やまんぷく効果
もあり今までの取り組みは有効だったと言える。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 委託業者であるいけだサンシー（株）からイケダロールアンドクリエーション（株）への再委託

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 物販に特化したことで、新メニュー・新グッズを販売し、売り上げも期待できるため。

現在抱える課題
と

その対策

課　題

対　策


